
1 
 

第５１回防衛問題セミナー講演録 

 

1 日時：令和 5 年 6 月 16 日（金）14:00～16:00 

2 場所：さいたま新都心合同庁舎 1 号館 2 階講堂 

3 演目：第 1 部 「新たな国家安全保障戦略・国家防衛戦略・防衛力整備計画」 

【講師】 防衛省 整備計画局 防衛計画課長  伊藤 晋哉 

      第２部 「防衛力を支える人的基盤の強化に向けて」 

           【講師】自衛隊埼玉地方協力本部長 １等空佐  高田 軍司 

 

●北関東防衛局長挨拶 

【扇谷北関東防衛局長】 

皆様こんにちは。北関東防衛局長の扇谷でございます。 

本日は御多用のところ、皆様方、多数お集まりいただきまして厚く御礼申し上げま

す。 

開催に当たりまして、主催者を代表いたしまして私から一言挨拶を申し上げます。 

私ども北関東防衛局は、防衛省の地方支分部局として、全国に八つございます地方防

衛局の一つでございまして、関東、信越地方の内の 1 都 7 県を管轄いたしまして、防

衛省の実施する政策の広報を一つの業務としているところでございます。 

本日の防衛問題セミナーでは、この一環といたしまして、防衛政策や自衛隊の活動な

どにつきまして、国民の皆様方のご理解を深めていただくために開催しているところで

ございます。 

さて、政府は昨年の 12 月に新たな国家安全保障戦略、また、これまでの防衛計画の

大綱は国家防衛戦略、また、中期防衛力整備計画を防衛力整備計画として、閣議決定し

たところでございます。 

これは現在、我が国が戦後最も厳しく複雑な安全保障環境に直面する中で、これに対

峙していくために一層の抑止力・対処力の強化が不可欠との結論に至ったものと承知し

ております。 
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このような中、国民の命や暮らしを守り抜く上で、今後これら防衛政策を実効的に進

めていく必要がございますけれども、そのためには国民の皆様方の御理解と御支援が特

に重要でございます。そこで今回の防衛問題セミナーでは、この新たな安全保障関連文

書の制定の必要性やその内容について説明する機会を設けさせていただきました。 

まず、第 1 部では、防衛省整備計画局伊藤防衛計画課長から、新たな国家安全保障

戦略、国家防衛戦略、それから防衛力整備計画についての御講演をいただきます。 

次に、第 2 部では、自衛隊埼玉地方協力本部長の高田一等空佐から、防衛力を支え

る、なくてはならない自衛隊の人的基盤の強化や、地方協力本部の取組について御講演

をいただきます。 

本日は限られた時間ではございますが、皆様方には本セミナーを通じまして、今後の

安全保障政策や、防衛省・自衛隊の取組についての御理解を一層深めていただく契機と

なることを祈念しております。 

最後に、本セミナーを開催するに当たりまして、多大なる御協力を賜りました、自衛

隊埼玉地方協力本部の皆様方に厚く御礼を申し上げまして、私からの挨拶とさせていた

だきます。それではよろしくお願いいたします。 

 

●第１部  

【伊藤講師】 

ただいま御紹介にあずかりました、防衛省で防衛計画課長をしております伊藤と申し

ます。防衛省といっても、なかなか分かりづらい組織なのですが、防衛省はイコール自

衛隊でございます。私の防衛計画課というところでは、主として、陸海空の自衛隊の装

備費用をどういう風に、どのぐらい整備するかですとか、そういう業務を行っておりま

す。本日は先程もありましたように、昨年の年末に政府として、いわゆる安全保障 3

文書と言われる文書を閣議決定しまして、その内容について、できるだけ御理解いただ

けるように、御説明をさせていただければと思っております。 

お手元に資料でパンフレットとして、「なぜ今、防衛力の抜本的強化が必要なのか」

という資料の方をお配りさせていただいております。 
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この資料では、今申し上げた三つの文書について、多種重なるところもありますもの

ですから、全体としてまとめた形でパンフレットにしております。このパンフレットの

中のまず 1 ページをご覧いただければと思うんですけれども、1 番左の「はじめに」と

いうところでですね、本年の 3 月に防衛大学校の卒業式で、岸田総理大臣が訓示をし

た内容について少し抜粋させて紹介させていただいています。冒頭に書いてあることな

んですけれども、やはり国民の命、暮らしを守り抜く上で、まず優先されるべきは外交

努力であるということを総理は述べていらっしゃいます。そのために政府は、自由です

とか、民主主義、人権、法の支配といった、そうした普遍的な価値を重視して、そして

日米同盟を基軸として、アメリカ以外のほかの国々と協力をする。そういった積極的な

外交展開をしていくということが、不可欠であるということも述べました。また同時に

外交というものについてはその裏付けとなる防衛力が必要であるということを述べてお

ります。 

我々政府として、やはり防衛力の強化というのは、まさに外交と一体のものであっ

て、外交力を高めるためには、やはり裏付けとなる防衛力も重要だという、そういう考

え方を執っているということでございます。右の 2 ページをご覧いただければと思う

んですけれども、近年、非常に我々ある種ショッキングな事象として、ロシアがウクラ

イナに侵攻したという事案。まさに皆様御承知のような、非常に悲惨な状況がウクライ

ナで生じています。昨年の 2 月にこの戦争が始まって、もう 1 年以上に亘って戦争が

続いているわけです。この戦争によってですね、多くの方々が犠牲になっています。

我々、この戦争から、まず、我が国の防衛という関係で、何を考えなければいけない

か。ということについて、最初の戦争を未然に防ぐためには、ここにも少し書かせてい

ただいていますけども、どうしても外交努力を尽くしても、戦争に至ってしまう。そう

いう不幸なことが現代の国際社会でも起こるということなんです。 

そしてやはり、ウクライナにおいては色々な外交努力をした上でも、やはり、ロシア

から見たときに、ウクライナは国を守るために十分な力を持っていないというふうに思

われた。それによってロシアが侵略を開始してしまったということ。この点というのを

非常に深刻に受け止めなければいけないんではないかというふうに考えています。やは
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り戦争を未然に防ぐためには国を確実に守る。そうした能力を持って、他国に日本を攻

めても目標は達成出来ないというふうに思わせるということが、必要であるということ

が言えるというふうに考えています。こうした考え方を背景として、日本の周りの今の

軍事力増強の状況について、我々はしっかり把握をしなければいけないという点を考え

ています。 

次の 3 ページ、4 ページご覧いただきたいんですけれど、ここの 3 ページ 4 ページ

の部分では、今回日本の防衛力を抜本的に強化をする背景事情として、日本を取り巻く

状況というのを御紹介させていただいております。 

日本の周りには、ロシア、北朝鮮、中国といった、いずれも核兵器を保有する国々が

あります。そうした国々に、我々の日本は囲まれているという状況です。ここのページ

では幾つかの数値を示させていただいております。最初に右側のページ 4 ページの

2023 年度における中国の国防費と日本の国防関係費の比較というところをみていただ

ければと思います。私実はですね、1994 年に防衛庁に就職をしたんですけれども、

1994 年の頃は、中国の国防費は日本の何分の 1 かという、非常に少ないレベルでし

た。ちょっと、ここ画面だと見づらいかもしれないんですけど、御手元の資料でごらん

いただくと 1994 年、93 年のところに四角が付いてますけれど、この水準が、中国の

国防費の水準でした。日本の防衛費は大体 5 兆円ぐらいです。この 5 兆円ぐらいの水

準というのは、ここ 25 年ぐらい、ほぼ横ばい、変わらない水準でした。ですけれど

も、1994 年の頃、私が入った頃は中国の国防費が日本の何分の 1 かで、まさかです

ね、20 年 30 年経って、大きく日本を上回るような国防費の水準になるということ

は、私自身は想像出来なかったというのが正直なところです。このグラフの一番右端を

見ていただきますと、大体日本の防衛費の今 5 倍ぐらい中国の国防費があります。日

本の防衛費、これ 2023 年度の予算でですね、非常に大きく伸ばして、大体 5 兆円強

だったものが、６兆６千億円という予算額に増えております。その水準であっても、や

はり 5 倍ぐらいの格差があるというのが現状であるということです。そのほかにも、

その下のところでご覧いただきたいんですけど、中国潜水艦は今現在、大体５７隻で

す。日本は大体２５隻です。近代的な駆逐艦フリゲート艦と言われる、その左に写真が
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出ていますけども、こういった船も中国 77 隻あります。日本は 47 隻です。戦闘機の

数についても、1270 機と、日本は 319 機ということで大体 820 機の差が開いていま

す。中国等のこうしたある種、能力差ということが現在の日本の周辺環境については起

こっている。現在、今の状況として起こっていることです。また左側のページをご覧い

ただきますと、真ん中のところに北朝鮮による弾道ミサイル発射の推移が出ておりま

す。昨日の夜も北朝鮮は、日本海に向けて２発弾道ミサイルを発射しております。この

２発の発射というのは、日本の排他的経済水域、日本海の真ん中ぐらいに着弾している

と報道されておりますけれども、そういったミサイルの発射というのを近年非常に増や

しているという状況です。特に今の金正恩総書記の時代になってから、急速にミサイル

発射回数を増やしてきまして、北朝鮮からすると、核開発とともに、こうしたミサイル

の発射を繰り返すことによって、ミサイルの技術的な能力を高めているというふうに見

られています。 

次の７ページ、8 ページをご覧いただければと思います。こちらのページは今申し上

げたように、日本の周辺で非常に周辺国、軍事力強化というのが速いペースで進んでい

る中で、日本はどういう方針で、日本の安全保障、防衛を考えているのかということを

御紹介させていただきます。非常に多くのことを書いておるんですけれども、冒頭あり

ました安全保障の３文書を昨年閣議決定した文書というのは、一番左に国家安全保障戦

略が書いてございます。これは防衛に限らず、外交ですとか経済安全保障、技術、イン

ターネット空間におけるサイバーといった、そういった総合的な国の安全保障戦略方針

を書いた文書というのを、国家安全保障整備として、政府として決めているというとこ

ろです。 

二つ目の文書として、国家防衛戦略というのを決定させていただいております。これ

は、防衛の目標、アプローチ、手段を示した、防衛のための戦略的な方針、指針という

ものを作っているのがこの防衛戦略というものです。三つ目の文書として、右側ちょっ

と 8 ページの上のところになるんですけれども、防衛力整備計画というのを三つ目の

文書として、政府として閣議決定させていただいています。これは今から 10 年後の自

衛隊が、どういった能力を持つかといった自衛隊の体制を決め、そして当面 5 年間、
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2023 年度から 2027 年度、この 5 年間にどれだけの経費を見積もるか、そして、主な

装備品についてどれだけの数量をこの 5 年間で整備するかということを書き込んだと

いうのがこの防衛力整備計画です。この三つの文書を指して、我々いわゆる安全保障に

係る安保 3 文書と呼んでいるということであります。この全体の文書、三つの文書の

中で、基本的な考え方として、じゃあ日本をどうやって守るかという考え方が、この文

書の中には書き込んであります。それが 7 ページの左側に「三つのアプローチ」と書

いてある部分になります。我々日本を守るために、三つの柱で考えていまして、アプロ

ーチ 1 というところにありますように、まず、我が国自身の防衛体制強化、これは、

中核となるのは自衛隊の能力ということですけども、それも含めて国全体の防衛体制、

評価ということがまず一つ大きな柱であると。二つ目にですね、アプローチ２に日米同

盟の抑止力と対処力の強化と書かれています。これは御承知のように、日本はアメリカ

と安全保障条約を結んでおります。日本が攻撃された場合、アメリカがその攻撃に対応

して日本の防衛をするということが安全保障条約の中には書き込まれています。そうし

た条約上の規定だけではですね、日米の同盟関係というのはなかなか強化されないとい

う面があります。そういう中で、アメリカと特に米軍とですね、一緒に訓練をすると

か、また、アメリカと色々な形での協議、意見交換をして、実は何かがあったときに、

日本とアメリカがどう対応するかということを話し合う、そういう方針をすり合わせる

ということが、このアプローチ２での大きな柱となっています。あとアプローチ３に同

志国等との連携ということが書いてあります。こちらはですね、アメリカ以外の国、我

が国の周辺で言えば、韓国であるとかオーストラリア、また、東南アジアの国々、ヨー

ロッパの国々、そういった多くの価値観を共有するような、民主主義であったり、人権

の尊重といった価値観を共有する国々とですね、協力関係を強化をして、地方のアジア

周辺地域の安定を図っていこうというのがこのアプローチの３になります。 

そうした三つの柱を重視をして、我々、日本の防衛を確実なものにしようというふう

に考えていくというのが基本的な考え方であります。 

次にですね、11 ページ、12 ページをお開きいただければと思います。先ほど、防衛

力整備計画で、5 年間の経費の総額であったり、どういった装備を 5 年間で整備するか
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ということを防衛力整備計画で書いているというふうに申し上げました。その防衛力整

備計画の中で、じゃあどういう装備品にどれだけのお金を使おうとしているのかいうこ

とを紹介させていただきます。この中で、幾つか我々ですね、柱となる重視している事

項がございまして、一つ目がスタンドオフ防衛能力ということです。これは一言でいう

と、射程の長い、飛ぶ距離の長いミサイルということです。ちょっとですね、ページを

飛んでいただいて、2２ページの右上の図をご覧いただければと思います。２２ページ

の右上に絵が書いてあると思うんですけれども、このスタンドオフ防衛力という射程の

長いミサイルがなぜ必要なのかということですが、左側のですね、赤い船のような図が

書いてある。これがですね、日本が不幸にして攻撃を受けると、日本に向かってきてい

る相手国の軍艦だというふうに考えていただければと思います。右側が、日本の領土で

あるというふうに考えていただければと思います。近年、こうした軍艦に搭載をしてい

るミサイルの射程というのがだんだんだんだん長くなってきています。そうすると、

我々はこうした軍艦が日本に近づくと防ぐためにどうすればいいかというと、大抵の日

本からの戦闘機ですとか船から撃つミサイルの射程が短いと、相手の船のミサイルの射

程の中に入って攻撃をしなければいけないと、そういうことになりますので、そうする

と、やはり、我々の貴重なパイロットであるとか、船の乗組員が危険に晒されるという

ことです。こうした相手のミサイルの射程の外から、日本に攻めてくる軍艦等に届くよ

うなミサイルの装備をするというのが、スタンドオフ防衛ミサイルと呼んでいます。こ

の、赤い丸の囲いの外側から相手の軍艦に届くようなミサイルを整備をしていこうとい

うことです。御承知のように日本は海に囲まれています。仮に不幸にして、日本を攻め

ようというふうに考える国があったとしたなら、やはり船で日本に軍隊を上陸をさせて

くるというようなことが必要になります。そうした船による侵攻というのをできるだけ

日本の領土の遠くで防ごうというのがこのスタンドオフミサイルという整備になりま

す。11 ページにもう 1 回戻っていただければと思うんですけれども、こうしたスタン

ドオフ防衛能力につきましては、色々な種類のミサイルを、今後 5 年間で整備をする

という計画をしています。一つご紹介しますと 1 番左上に書いてある 1２式地対艦誘導

弾能力向上型の開発ということが書いてあります。これは日本国内で開発を今している
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ミサイルでして、地上の陸上自衛隊の車両から、また、海上自衛隊の護衛艦からまた航

空自衛隊の戦闘艦から、戦闘機から発射をして、相手の船を攻撃をするようなミサイル

ということです。こうしたミサイルを整備することによって、先ほど申し上げたよう

に、できる限り、日本の領土の遠くで攻めてくる相手を押しとどめるという整備をして

いこうというのがスタンドオフ防衛です。二つ目にですね、統合防空ミサイル防衛能力

と書いてございます。こちらもですね、写真に出ているような、レーダーサイトとい

う、今、航空自衛隊では全国 28 か所配置をしています。この 28 か所に配置をしたレ

ーダーによって、常に日本の周辺の空を監視していまして、それによって日本に不審な

航空機が入ってこないか、またミサイルが撃たれたときにも、そうしたミサイル探知を

するような、そういったレーダー網というのを、このレーダーサイトで担っているとい

うことです。北朝鮮がミサイル、非常に最近多数撃つと先ほど申し上げましたけれど

も、こうした弾道ミサイルに対しては、右側にあるようにイージス艦と呼ばれる船、そ

れと、その下にある写真の迎撃ミサイル、これによって、弾道ミサイルを撃ち落とす

と、そういうシステム防衛体制を今とっています。こうしたですね、ミサイルの迎撃能

力というのも今後 5 年間で、ここの写真にあるような船であったり迎撃ミサイルを整

備することによって強化していこうというのが二つ目の柱です。 

三つ目に、無人アセット防衛能力というのが書いてございます。この無人アセット防

衛能力というのは、いわゆる無人の航空機であったり、無人の船を、今後導入をしてい

こうということです。ウクライナでも多くの無人の航空機が使われていると承知してお

りまして、無人の装備というのはですね、日本の周辺の国、特に中国なんかでは導入が

かなり進んでいます。現実に、沖縄の方では中国の無人機が日本の領空に向かって飛ん

でくるという、既にそういう事象が生じています。それに対して、日本の自衛隊は、戦

闘機、有人の人が乗った戦闘機をあげてですね、そうした無人機が日本の領空に入って

こないかということを緊急発進して監視をしたりしています。非常にこの状況というの

はですね、相手が無人の装備で、そうした活動をしてくることに対して、我々が有人の

装備で対応しなければいけないということは、ある種、我々がコストを負荷されている

という状態になっていると考えています。これが実際に、無人の装備を使ってですね、
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現実に無人航空機、ミサイルを作ったりする装備は既に実用化されています。そうした

攻撃をするような無人機に対して、我々が有人の装備で対応するということになると、

圧倒的に、やはり向こう側に有利になるということがあります。これは貴重な人命を危

険にさらしていかなきゃならない側と、無人の装備で攻撃をする側というのを、こうし

た力の違いがあります。自衛隊、実は無人装備の導入が遅れてしまっています。小型の

幾つかの偵察をするような無人機、また非常に高い高度で、グローバルホークというん

ですけれども、高い高度で偵察をする無人機はいくつか持っているんですけれども、こ

この写真にあるような攻撃であったり、水中無人機といったようなものを含めて、まだ

まだ自衛隊において導入が進んでないといった状況です。こうした無人の装備について

も、５年間でかなりしっかり整備したいというのが、無人のアセット防衛といいます。

右側のページでご覧いただきますと、いくつかの分野、宇宙領域ですとか電磁波領域、

サイバー領域、陸海空領域といった各分野での能力強化について書いてございます。宇

宙空間の利用というのはですね、防衛分野に非常に幅が広がってきています。宇宙空間

を使って防衛担当の司令部の間では通信衛星を使っていますし、例えば、宇宙空間か

ら、衛星で周辺国の動向を偵察したりする、情報収集するというのは、一般的に行われ

ているという状況です。こうした宇宙空間では、近年他国の衛星を攻撃するような装

備、それによって通信を遮断したり、情報収集能力を失わせたり、そういった宇宙空間

での攻撃能力というのができています。そうした宇宙空間で、他の国の衛星がどういう

ことをしようとしているかということを把握しようというのが、こうした、このイメー

ジにあるような、SD 衛星と言っているもので、把握をしたりしようとしています。電

磁波という分野様々なものがありまして、写真のイメージにもあるレーザー光線を当て

て、攻めてきた多数のドローン無人機を撃ち落とそうと、そういう研究開発をしたりし

ています。あと左下サイバー領域というのが書いてありますけど、このサイバーの領

域、これ安全保障には非常に今大きな課題になっています。あらゆるものが今インター

ネットで繋がり、そうしたネットを介した産業活動、重要なインフラも、インターネッ

トを使っているわけです。そうした、インターネット空間に対しての攻撃と言う能力

を、やはり周辺国も持ち始めています。サイバーの領域ですが、自衛隊でこのサイバー
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を専門にしている人間は千人弱です。これは非常に少なく、恐らく中国や北朝鮮の何分

の１以下と言われています。これはっきり分からないんですけれども。こういう人員体

制です。このサイバーの領域についてはですね、我々この 5 年間で急速に人の育成を

して、サイバーの専門家を育てて、色々なシステムが攻撃をされたときの復旧や攻撃さ

れないようにするための防護をするような能力を高めたいというふうに考えています。

あと、その下の指揮統制・情報関連機能というのがありますけども、こういう分野にも

各種能力を強化しなければいけないんですけれども、左側に AI 技術を活用した画像の

活用を紹介しています。我々、周辺の国々で例えば軍事的な活動がどうなっているかと

いう、やはり情報をしっかりとるということが重要であると考えています。実は多数の

衛星の画像みたいなものを、我々公表したりしているんですけども、そうした画像を人

が１枚１枚チェックして分析しているという状況です。こういった分野に AI を活用し

ていくことによって、どういった行動をとろうとしているかといったようなことを把握

しようという研究を開始していまして、そうした AI 活用というのも防衛力を高める一

つ重要な項目です。 

あと、6 番目のところで機動展開能力と書かれています。機動展開能力という、わか

りづらい言葉ですけれども、自衛隊の部隊をいかに早く、運ぶことができるかというこ

とを機動展開能力といいます。仮に日本の南西の島々に攻撃があったような場合には、

できる限り早くそうした情報を掴んで、本州から、部隊を南西諸島に運ぶということが

必要だと思います。そうした、輸送のための能力を強化していこうというのが機動展開

でして、この写真にあるように輸送機ですとか輸送用船といったものをしっかり整備す

る必要があると考えています。また国民保護という言葉があります。これは、仮に日本

が攻撃をされるような事態が不幸にしてあった場合、できるだけ早くその地域の方々、

例えば島にいらっしゃる方々を避難させなければいけない。その避難のための計画を作

ったり、輸送のための計画を今作ったり、政府としてはあります。そうした、国民保護

のためにも、こういった輸送能力の強化が重要であると考えています。 

あと、７点目の柱ですね、持続性・強靱性ということが書かれています。これは何か

と言いますと、自衛隊が使う弾、あと、装備品の稼働、そして施設、この三つの持続
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性・強靭性と。実は、自衛隊ですね、色々な弾が足りないというのが現状です。ここの

図のところでですね、BMD 用ミサイルの充足率が書いてございますけれども、今一定

の試算をしますと大体 4 割ぐらい必要量に満たないというのが現状です。これはやは

り近年、先ほどあったような色々な迎撃用のミサイルが非常に技術的に高度なものにな

っていまして、非常に価格が上がっています。恐らく一発でマンションが数軒、何軒も

買えるような、そういう金額です。いろんな種類があって金額は様々なんですけれど

も、そうした非常に価格が上がっている中で、十分な誘導弾ミサイルを実は持てていな

いというのが現状です。こうした弾の不足というのを 5 年間で解消したいというのが

一つ、また、下の写真にちょっと出ているんですけど、自衛隊には色々な装備品があり

ます。この下の写真にある、戦闘機ですね。これ部品を外してあります、この写真。何

で部品を外しているかということですが、予備の部品が足りなくて、そのため部品を他

の機体に回して何とか凌いでいるというのが実際、現場の部隊で起こっていることで

す。それによってですね、本来、部品があれば動けるはずだったはずの装備品が十分に

動かすことが出来ていないというのが現状でした、それをしっかり解消しなければいけ

ないと考えています。日本が攻撃を受けるような場合、持っている装備品がしっかりと

使える状態にしておくということは非常に重要なことであります。 

あともう一つ、施設の関係で申し上げますと、全国に自衛隊の駐屯地・基地は多くあ

るわけです。その基地駐屯地ではですね、施設が古く、老朽化しているものが多数あり

ます。それによって耐震基準を満たしていないような施設が駐屯地の中に残っていたり

します。写真にあるようなですね、1966 年に造った建物や、1942 年に造った建物

が、耐震基準を満たしていないんですけど、1942 年だと戦前の施設を使ったりする場

合もあります。こういった施設をしっかり建て替え、更新をしていく。いざというとき

に、例えば、大きな地震があって、駐屯地の中の施設が使えなくなってしまう。災害時

に対応するためにやはり困りますので、こういった施設の整備を行いたいというのが、

この７番目の柱です。主として、こうした内容の整備を行うことによって、報道でもさ

れておりますし、後ほどご説明しますけれども、5 年間で 43 兆円を政府としては、こ

うした能力の強化に使おうと考えています。 
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その内容というのは 26 ページのところに、紹介させていただいております。26 ペ

ージの一番右下の Q６というところに 23 年度から 27 年度の 5 年間でどのぐらいの予

算が必要かということを説明させていただきます。 

これちょっと図の見方が非常に複雑なんですけど、赤い四角、A と書いてある赤い四

角が、これが、5 年間で実際に支払う計画にしている 43 兆円、この中の内訳はです

ね、1 番上のところ、人件糧食費、自衛隊は今自衛官だけで、25 万 7000 人なんです

けれども、それの給料がほとんどだと思っていただいて結構でございます。あと、その

下のところですね、27 兆円、これが、この 5 年間で、新しく契約をして、そして装備

品なんかに支払うお金です。その下の５兆円というのが、前の 5 年間で整備をしたも

ので、まだ支払いが終わっていないものの支払い経費、この 11 兆と 27 兆と５兆を合

わせた 43 兆円が、5 年間で政府として強化に使おうとしようとしているお金です。例

えば、戦闘機を新しく契約して、何年間で自衛隊の部隊に入ってくるかというと、大体

4 年から 5 年間です。防衛力を整備をするということは、やはり中期的な期間がどうし

ても時間がかかるということです。戦闘機を造る事業で、４年から５年。護衛艦を造る

のには大体 5 年かかる。こうした製造期間を考えるとやはり中期的に一定の期間、ど

れだけの予算を投じるか計画をしなければいけないという考え方から、こういった５年

間の費用の計画も合わせて、この整備計画の中で決めているというのがこの仕組みで

す。実はですね、金額ということについてはですね、国会でも非常に多くの議論があり

ました。本日ですね、国会の本会議で、この 43 兆円を確保するための財源確保法とい

うのが、可決されました。この 5 年間の 43 兆円を今まで大体毎年 5 兆円ぐらいできて

いましたが、5 年間で 25 兆円、大体 17、18 兆円ぐらい、5 年間で必要額が増えると

いうことです。この増えた必要額をどうするかというのが、今回、国会で成立をした法

律の中で、一部なんですけど、規定されています。大体どういうふうにして今後 5 年

間政府としてこのお金を賄おうとしているかということなんですけれども、4 分の 3 は

ですね、色々な工夫、例えば毎年毎年予算を使って余りが出てくると。これ決算剰余金

と言いますけども、これを使うと。あとですね、国は色々な特別会計を持っていたり、

資産を持っていたりします。例えば、国の資産の一部を売り払って賄うというのが一つ
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です。あと、もう一つが、色々な政府としての、歳出予算の効率化を図って、財源を確

保しようというのが三つ目です。この三つで、大体その必要額 4 分の 3 を賄おうとし

ています。残りの 4 分の１についてですね、政府としては増税をお願いしたいという

ふうに考えています。この増税について、４分の１については、やはり国会でも色々な

議論があって、4 分の 1 の部分については、主として法人税、たばこ税、所得税という

のが挙がっています。この金額についてはですね、例えば、法人税であれば、非課税を

課すというので、少なくとも 94％ぐらいは、増税、増やす税の対象にならないと。所

得税についても国会でも議論、非常にあるんですけども今、我々、所得税は復興所得税

といって東日本大震災の復興のために少し税率が上がっています。その税率を上げる部

分を、少し後ろに延ばして、今回の税、財源に充てようと考えています。そういう意味

では実質的に、今払っている税率とは、実は所得税については変わらないということで

す。もう一つが、たばこ税です。この税増額は、じゃあいつからやるかということにつ

いては、今、まだ決まっていなくてですね、こうした財源を、税をいつ見直すかという

については、今後政府の中で議論、検討が続いているということになっています。やは

り、あれだけのですね、5 年間程度予算増加をするというのが今回の 3 文書に決定され

ておりまして、そのために我々防衛省として、しっかりこうした説明をしていかなきゃ

いけないということで、今日、こういった機会を設けさせていただいたということで

す。 

実は 1 番最初に申し上げたように、日本の周辺の環境というのは、厳しいものがあ

ります。非常に各国が軍事力強化し、恐らく第 2 次大戦終了してから最も今が厳しい

状況といっても過言ではないと思います。そういう中で、日本の安全をどう保っていく

かということについては、やはりまず、色々な外交努力を行って対話をし、そして、こ

うした日本を攻めようというような状況を生じないようにすることが、まず第 1 の基

本的な条件です。あともう一つは日本の国力、経済力がこの 25 年、30 年、相対的に

低迷しているということを受けて経済成長も上がらないというのが中長期的な非常に大

きな制約要素になっています。やはり経済が伸びていくと、そしてその事によって様々

な分野における国の能力が上がる、研究開発力であったり、輸出力であったり産業力が
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上がることによって、実は日本の防衛力を、他国から攻められないようにするための抑

止力として、維持強化をしていくためには、非常に重要なことです。今回ですね、5 年

間の装備品の整備だったり、経費の計画を立てさせていただいたわけですけれども、こ

うしたですね、厳しい状況の中で、政府としてですね、何が必要なのかという検討をし

て、計画を立てさせていただいたということについて、御理解をいただければ非常に幸

いです。私からの説明は以上にさせていただきたいと思います。御清聴ありがとうござ

いました。 

 

●質疑応答 

【質問者１】 

防衛費の増額についてのメリットは分かったのですが、デメリットの部分はどういう

ことがあるのか説明してもらえないでしょうか。 

 

【伊藤講師：質問者１に対する回答】 

防衛費の今回の増額についてのデメリットがどういうことがあるかということの御質

問だと思います。防衛費の増額というのは、日本の財政の状況との関係だと思います。

日本の財政事情というのは非常に厳しくなっています。大体 GDP の 2 倍ぐらいの、

今、国債の発行残高があって借金を多く持っています。そういう厳しい財政状況の中

で、次の 5 年間でこれだけの防衛力の強化をするための計画をするという意味では、

財政の状況に対しては、やはり、より厳しさが増すということになるというのが、ある

種デメリットと言えると思います。 

ただ、ここの点については、非常に難しい議論があります。日本の安全を保つため

に、どれだけ経費を投ずるか、そして、その財政の状況というので、非常に政府の中で

は、難しいせめぎ合いがあったということも併せて申し上げさせていただければと思い

ます。 
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【質問者２】 

43 兆円程度の予算額で、そのうち、人件費・糧食費が 11 兆円なので、これは多分

自衛官の皆さんやそういう方々の人件費とか、その辺なので、残りの 27 兆プラス 5 兆

です。５兆はこれから払う、27 兆が今後払う。この 27 兆のうち、日本の国内で消費

される金額、例えば日本の防衛産業に落ちる金額と、例えばアメリカとか、ほかの外国

の企業に支払う金額の割合という形で、金額感というのがどのぐらいなのかというのを

教えてください。 

 

【伊藤講師：質問者２に対する回答】 

日本の国内に落ちるお金の割合、大体 7 割から 8 割です。これはよくアメリカから

ほとんど買っているんじゃないかと言ったようなイメージを我々実は持たれがちで、

我々の説明不足のところも多いんじゃないかなと思っておるんですけども、実はいろい

ろな装備品というのも、かなり国内の防衛産業に発注をしています。国内の防衛産業は

ですね、装備品を造るだけではなくて、自衛隊が部隊で使うときのメンテナンスなんか

も日常的にやってもらう必要があるものですから、できる限りやはり国内に振り向けた

いと思っています。ただですね、どうしてもですね、やはり国外に発注しなければいけ

ないというものもありまして、例えば先ほどあったイージスシステムみたいな、これは

ですね、実は技術的にアメリカしか作れないものなんです。やはり日本の技術力がそこ

までなってないというところがあります。どうしても海外から買わなきゃいけないもの

っていうのは一定数量あるということです。ちょっと若干話がちょっと付言させていた

だければと思うんですけど、日本の防衛産業は今非常に厳しい状況にあります。実は幾

つもの会社が防衛事業から撤退をするというそういう状況になっています。これはやは

りですね、日本の防衛産業にとって販売先は自衛隊しかない。それによって、事業の規

模、売れる規模っていうのはもう一定の限界があるというところがやはり背景にありま

す。そのため今与党の間でも、武器装備移転三原則というのをどういうふうにしていこ

うかと。要は輸出をどこまで認めていこうかという議論がされているということもちょ

っと御紹介させていただければと思います。 
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【質問者３】 

日本の防衛を取り巻く問題としてお金の問題も大きいと思うんですけど、一番の議論

は高齢化の問題ですね。これが将来の日本の防衛に一つ影響してくるんじゃないかと思

うんですけど、その解決策として、装備とか運用の少子化、無人化もいいかとか考えら

れますけど、何かその少子化問題について、今後日本はどうすればいいか、その辺につ

いてお考えがあればお伺いしたいと思います。 

 

【伊藤講師：質問者３に対する回答】 

少子化の問題、これは後ほどのご講演でも話があるかもしれませんけれども、非常に

厳しい問題だというふうに受け止めています。毎年新隊員の採用というのを確か 2 万

人とかそういう規模で行っています。実は若い人が集まらなくなっているというのが非

常に悩ましい問題になっています。これ日本の社会全体で、やはり少子化がここまで進

んでいる中では、自衛隊についても人をどうやって確保維持していくかというのは非常

に大きな問題になっていまして、やはり、いろいろな取組をしています。一つには職場

としての魅力化を高めると。例えば施設なんかもですね、新しい隊員が入ってきて、基

地・駐屯地の中で暮らすには、施設が老朽化していて若い人が敬遠するとかですね、あ

と船に乗るのも若い人にとってやっぱり環境が厳しいんですね。1 回出航すると数週間

家に帰れなかったりするわけです。またそういう中でスマートフォンを今使えなかった

りするんです。今後スマートフォンを船の中でも使えるようにしたりとかそういうこと

を今計画をしたりしています。そういった職場としてのですね、魅力度を高めるという

ことと共に、今後再任用のような形である程度一旦退職した人も組織の中にもう 1 回

働き続けてもらうですとか、中途の採用を増やすですとか様々な方策を採らなければい

けないと思っております。おっしゃられるように人の確保の問題、少子化の問題という

のは我々にとっても非常に悩ましい問題になっているというのが現状でございます。 
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●第２部 

【高田講師】 

皆さんこんにちは。只今ご紹介にあずかりました、自衛隊埼玉地方協力本部本部長を

しております高田と申します。まず初めに本日御来場の皆様、また、発表の機会を与え

ていただきました北関東防衛局の皆様、誠にありがとうございます。 

本日は、防衛力を支える人的基盤の強化に向けてということでお話をさせていただき

ます。まず、御説明の内容ですけれども、防衛力の特質、自衛官の活躍、キャリアパ

ス、自衛隊地方協力本部、最後に埼玉地方協力本部の業務概要等について御説明をいた

します。よろしくお願いいたします。 

早速本題に入っていきますが、まず防衛力の特質というところで御説明をさせていた

だきます。こちらの表でありますが、多分ですね、どなたもご覧になられたことがない

と思います。私が作りました。防衛力でどんな特質があるのかなっていうのをですね、

ちょっと色々考えてみました。まず一つ目ですね、定義、どんなもんなんだろうという

ことで考えたんですが、よく抑止力ってのは何なのかという時にですね、抑止力っての

は、意思と能力だと言われます、侵略する意思があって、またその能力があった時にそ

れは脅威になるんだというような、説明がよくなされるんですけども、防衛力というの

は、侵略を排除する国家の意思と能力じゃないのかなと思います。そして、国家安全保

障の最終的手段、他のいかなる機能でも代替出来ないものだと。防衛力を私はそのよう

に捉えております。防衛力はどういった区分ができるのかなというところで考えまし

て、いろんな区分の仕方があると思いますが、物的防衛力と人的防衛力という二つ分け

て考えてみました。物的防衛力は、戦車ですとか、護衛艦、戦闘機、また隊員の活動を

支えるような食料、燃料、弾薬施設、電気ガス水道とか、また、新たな分野ではです

ね、衛星、コンピューター、AI とか、そういったものも物的防衛力に入れていいのか

なと思います。他方で、今日ですね人的な話ですので人的防衛力は何かといいますと、

皆さんすぐイメージされるのは自衛隊員であります。自衛隊員の中にも、常備自衛官や

予備自衛官という分け方があったり、また陸海空自衛官という分け方もございます、ま

た事務官やですね、技官さんという方も勤務をしております。また自衛隊からですね委
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託されて働く業務委託の業者の方、また防衛産業の方々も人的防衛力なのかなと思いま

す。さらに言うとですね、我々防衛省自衛隊として、国民の皆様の税金で活動しており

ますので、国民の皆様もですね、広くいえば人的防衛力なのかなと思っております。こ

の物的防衛力と人的防衛力の指標なんですが、どうやって、強い弱いっていうの判断す

るのかなというのを考えたときに、物的防衛力ですとその数量ですとか性能というのが

出てくると思います。人的防衛力の場合は、その数もあるんですけど、能力というの

も、その指標になるのかなと。では、能力って何だって言ったときに、隊員のですね、

規律心ですとか、練度だとか、愛国心とか使命感とか、なかなか数値では表せないよう

な、こういったものも人的防衛力の指標になるのかなと思っております。さらに特徴か

なと思って 1 番下に書いているんですけども、この物的防衛力を使って人的防衛力の

我々が訓練をするんですけども、その訓練をすることによって、防衛力ってのは強化さ

れると、この物的防衛力と人的防衛力の関係性というのは、一緒に訓練すると、それが

強化されるんだと、こういった特質があるのかなということで、私のまとめたものです

ね、御紹介をさせていただきました。 

次に、今日は人の話ですけど、「人は城、人は石垣、人は堀、情けは味方、仇は敵な

り」という言葉ですね、武田信玄さんの言葉です。武田信玄さんは、信頼する人たちが

集まれば、その力は城の力に匹敵するんだという言葉を残されているそうです。下はで

すね、「人は城」という言葉を使っているある有名な方がいらっしゃるんですけど、皆

さん御存じでしょうか。皆さん絶対御存じなんですね。私です。はい、私ですね、今埼

玉地方協力本部で勤務しておりまして、隊員に対して「人は城」という言葉を指導方針

として挙げております。これは隊員の一人一人が、募集業務等を実施して埼玉地本が任

務を遂行することによって、自衛隊が強くなり、国の守りができると、そういった指導

をしております。 

ということで、次は自衛官がどんな活躍をしているのかというのを御説明いたしま

す。 

こちら災害派遣の写真であります。最近よく報道等でも出ておりますし、最近は異常

気象とか、気象の変動とかですごく多く災害が発生しておりますので、そういった場合
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は、都道府県知事等からの要請に基づいて、自衛隊は災害派遣へ行って人命救助等を実

施しております。鳥インフルエンザが発生した際に、鳥を殺処分といったことも、実際

自衛隊でやっておりまして、最近非常に卵の価格が、高騰しており家庭のお財布を苦し

めていると思うんですけども、災害派遣で鳥の殺処分に携わる隊員はやはり精神的に非

常に負担が多いというふうに聞いております。あとは、豚ですね、豚コレラというのも

災害派遣をしており、非常に精神的な負担の大きい活動もしております。あとは、新型

コロナウイルスへの対応ということで大規模接種センターの運用、運営とか、そういっ

たことをしております。 

あと、国際緊急援助という活動です。先ほどの災害派遣につきましては、基本的に国

内の話です。国際緊急援助は日本以外の国です。外国で大きな災害が起きたときに、そ

の支援物資を運んだりということをしております。この写真は昨年の 1 月に、トンガ

という国で大規模な火山噴火が起きた際に、物資を運んでいる時の写真であります。次

に、能力構築支援という活動もしております。ちょっとこれ耳なれない言葉だと思いま

す。能力がキャパシティ、構築ビルディングというキャパシティビルディングと私たち

は言うんですが、略してキャパビルって言ったりします。写真は何をしているかといい

ますと、陸上自衛隊の音楽隊の隊員さんが、パプアニューギニアの軍楽隊の方に演奏の

仕方を教えているという写真です。これ、どういった活動かといいますと、国防力が低

い国があるとします。そうするとその国は周りから侵略の対象になってしまう。安全保

障上のリスクになってしまうので、そこの国防力を上げよう、国防力を上げて安全保障

上のリスクを下げるんだ。そうすることによって、そこに紛争が生起しなくなって、ひ

いてはですね、日本の安全保障にも良い影響が出るんだと、そういった考えでこういっ

たキャパシティビルディングをやっております。 

航空自衛隊ではですね、例えば、航空医学ということで、パイロットが上空でどんな

生理的な変化が起きるか、そういったことを国に教えてあげたり、航空気象といって、

飛行機を飛ばすときの天気の予報の仕方、そういったことを外国の軍隊に教えたり、そ

ういったことを実施しております。 

次に、じゃあ実際いろんなところで活躍しているという御紹介なのですが、今表示し
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ていますのは、昨年の防衛白書から持ってきたものです。6 名の方が紹介されているん

ですが、このうち 3 名を御紹介いたします。 

一人目ですね、３等陸尉の中田実優さん、こちらは北海道の恵庭市で勤務されており

まして、女性なのにですね戦車小隊長として非常に頑張っている、表彰を受けている、

そういった活動が紹介をされております。次に、広島県呉市、2 等海尉梅原絵美さんで

す。時速 70 キロで走る LCAC（エルキャック）艇長を目指してということです LCAC

というのは、この写真にあります、ホバークラフトです。これの船長さん。船の長です

ね、艇長さんを目指して今頑張っていますよ、という写真が紹介されております。最

後、東京都府中市、１等空曹藤井美奈子さんですね、宇宙状況監視の本格的な運用に向

けてということで、今宇宙も戦いの領域に入ってきたということで、日本の衛星が安定

的に運用できるように、宇宙の状況も見る必要がある。他の国の衛星がどういうふうに

動いているかですとか、あとは宇宙ごみ、デブリと呼ばれるものがですね、我国の衛星

に当たらないように監視する必要がある、そういったことも航空自衛隊でやっていくぞ

ということで、この女性自衛官ですね、活躍しているというのが紹介されております。

今、陸海空の女性自衛官の活躍を御紹介いたしました。まさに政府が進めております

が、女性の活躍推進ということもありまして、我々自衛隊の方も女性の活躍の場は非常

に拡大しております。昔は戦闘機と潜水艦は女性自衛官は勤務出来なかったんですけど

も、今、現状ですね、ほぼ全て撤廃がされており、女性自衛官が活躍できるようになっ

ております。唯一勤務出来ない部分が、化学職種といいまして、生物兵器ですとか、化

学兵器を扱う部署の現場部隊はまだ制限をかけさせていただいているという状況です。 

次に、世界で活躍する自衛官ということで、こちらも 3 名御紹介いたします。在イ

タリア日本国大使館で防衛駐在官として活躍されている一等海佐阿部将志さんです。 

防衛駐在官は、防衛省から世界の約 70 か国に派遣しておりまして、各国の情報収集で

すとか、あとは各国いろんな国がいろんな国に防衛駐在武官というのを派遣しておりま

すので、そういった方々とネットワークを作って、情報収集、情報交換を行ったりす

る、そういった活動をしております。次に米海軍連絡官ですね。アメリカのワシントン

DC で米海軍の作戦本部で勤務している方です。３等海佐の上田佳祐さん。作戦本部で
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アメリカ海軍の動きなどの情報をもらって、海上自衛隊、自衛隊の方に提供する。さら

に、海上自衛隊の情報をこの連絡官を通じて米海軍側に提供するんだ。そういったこと

で海外で活躍をしております。3 件目ですが、こちらオーストラリアのキャンベラで留

学をしている３等空佐福山聖士さんです。写真は空軍の交流会ですとかスポーツイベン

トの写真が載っております。各国に軍隊の学校がありますので、そういったところに留

学生を派遣しております。世界各国いろんな国に留学生を派遣しておりまして、その国

の安全保障政策ですとか、防衛政策、戦略、そういったことを学んで日本に持って帰っ

てくるそういった活動もしております。 

また、彼らは行った先で様々なネットワークを作って、将来的には日本に帰ってき

て、その国との防衛的な関係で貢献していく、そういった活動をやっております。これ

まで自衛官の活躍のところを紹介させていただきました。 

では、自衛官はどんなキャリアを進んでいるんだというのを、これから御紹介いたし

ます。自衛官のキャリアパスということで、自衛隊に入るためにはいろんな入り方がご

ざいます。それは後ほど御紹介いたしますが、基本的に全て入り方の試験受けていただ

きます。試験に受からないと入れないというところです。試験をして合格すると、入隊

をしていただきます。各種訓練とか筆記試験とかもあるんですけども、そういうのをや

っていただいて昇任をしていくと。それで、定年になりますと、例えば 18 歳で入って

５4 歳とかで定年する方とかいらっしゃるんで、30 年以上勤務していただくと、退職

というところがキャリアパスになるんですが、実はここで自衛官のキャリアは終わらな

いんですね。早く、60 歳より前に退職しますので、そのあと、再就職をするんです

が、再就職した時に、新しい一般の企業で働きながら予備自衛官として働いていただ

く。こういったことも、自衛官のキャリアも一つのなのかなということで紹介をいたし

ました。 

まず、今日はそんなの当たり前で知っているよという方もいらっしゃると思うんです

けども、知らない方もいるかもしれないので説明させていただきます。自衛官の階級に

ついて説明させていただきます。 

左側緑のところが陸上自衛隊、真ん中が海上自衛隊、右側が航空自衛隊の階級です。 
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1 番下からですね、2 等陸士、1 等陸士、陸士長、士というのが上がってきます。次は

３曹、２曹、１曹、曹長、准。真ん中から上が幹部自衛官、それより下が准曹士自衛官

と呼んでおります。幹部自衛官になりますと、3 等陸尉、２等陸尉、１尉、３佐、２

佐、１佐。こういった階級構成になっております。 

真ん中より上が幹部自衛官、下が准曹士自衛官となっていまして、下の方にまた赤い

線が入っております。これ士と曹の間に線を引いております。何でこの線があるのかと

いいますと、3 曹以上になりますと、定年まで働くことが出来ますよ、それより下です

と定年までは働けませんよ、そういった区分で線を引きました。今日なぜ今ここでこの

階級の説明をしたかといいますと、自衛隊の入り方たくさんあるので説明させていただ

きました。入り方なんですけれども、まず、中学校卒業して高等工科学校というところ

に入校することが出来ます。そこに入りますと 3 年間横須賀の方で勉強していただい

て、卒業すると陸士長いう階級になって、1 年経つと３等陸曹という階級になります。 

3 曹以上になると、先ほど申しましたとおり、当然定年まで働くことが出来ます。さら

に、3 曹以上になると、部内幹部試験という幹部になるための試験を受けることが出来

まして、それに合格すると、幹部候補生になって将来的に幹部になる、そういうことが

出来ます。次に中学校から高校に行きました。大学に行った場合はですね、大学から、

一般幹部候補生という、赤いラインで書いておりますが、幹部候補生という入り方があ

ります。一般大学、高校生から青いライン、どんな行き方があるかといいますと、まず

初めに 1 番上が防衛大学校の学生です。こちら横須賀にありまして 4 年間、全寮制の

生活を送っていただいて、卒業後幹部候補生になって、幹部自衛官になっていただきま

す。次に、防衛大学校の医学科の学生です。これは、自衛隊のお医者さんになる課程で

す。6 年間、埼玉県所沢市にあります防衛医科大学校の方で学んでいただいて、幹部に

なっていくというコース。その下がこれは防衛医大にあるんですが、看護師になる課程

もありまして、そちら 4 年間学んでいただいて、その後幹部になっていくというコー

スがございます。次に、航空学生というコースがございます。これはちょっと陸上自衛

隊にはない制度で、海と空だけの制度です。何かといいますと、これは操縦士、パイロ

ットになるためのコースということで、若干ほかのコースよりも身体的な検査基準が高
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い、そういったコースになっています。航空学生になりますと 2 年間勉強しまして、

その後、飛行幹部候補生になって、飛行訓練をして幹部になるといったコースになりま

す。今までのこの四つはですね、基本的に幹部になることを前提とした入隊の仕方で

す。それで、今から説明する一般候補生と自衛官候補生はですね、准曹士自衛官という

1 番下の階級から入るということで、説明をいたします。まず一般曹候補生ですけれど

も、合格して入りますと、2 年 9 か月を経過すると選考が行われて、順番に 3 曹にな

ることができるという課程です。即ち、もうここの課程は定年まで働くことができるコ

ースであります。3 曹以降になりますと、幹部の試験を受けて幹部になる。合格すれば

幹部になります。1 番最後になりますが、こちらが自衛官候補生ということで、任期制

のコースになります。任期というのは働く期間でありまして、陸上自衛隊の場合はです

ね、最初の任期 2 年です。海上自衛隊と航空自衛隊は、若干ですね専門的な技能を付

与する必要があるということで、海と空は 3 年です。1 回目の任期、1 任期と呼んでお

りますが、１任期が終わるタイミングで、自衛隊を続けますか、それともやめて民間の

会社に行きますかということを御本人に決めていただいて、任期を延長して、また勤務

をすることができる、そういったコースになっています。任期制自衛官でありまして

も、階級が上がっていって 3 曹昇任試験を受けて合格するとですね、こちらも、3 曹に

なることが出来ます。すなわち、定年まで、任期制ではなくて定年まで働くことができ

ると。さらに、部内幹部試験を受けて合格すれば幹部になれる。こういったキャリアを

たどることができるようになっております。最後退職なんですけども、先ほど申しまし

た任期制の隊員は任期を満了するタイミングでやめますので、そういった隊員には任期

満了退職となっております。定年まで勤め上げた方について准曹士で終わった方、また

幹部になって終わる方は定年退職と、こういった呼び方をしております。定年退職と任

期制の退職、年齢についてちょっと説明をいたしますと、定年退職なんですが、自衛隊

はですね若年定年制という制度導入しておりまして、一般公務員に比べて若い年齢で退

職をいたします。それは階級に応じて違いまして、例えば１佐でありますと 57 歳ま

で、２佐、３佐 56 歳まで、例えば 2 曹 3 層で定年する場合は 54 歳まで、こういった

規定になっております。一方、任期制のですね、任期満了退職する若い子については、
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18 歳で入隊して、2 年間勤めて、退職すると２０歳で任期満了退職ということになる

んですが、非常に若い年齢のときに、次の仕事を探す必要が出てきます。 

なお、今定年の話なんですが今防衛省で定年延長の施策が進められておりまして、令

和 5 年の 10 月 1 日、また、来年の 10 月 1 日以降ですね、少しずつ、大体 1 歳延ばす

ような施策が実施されております。 

あと予備自衛官です。退職して民間の会社で働きながら予備自衛官をやっていただき

たいと、やっていただこうとお願いをしているんですが、予備自衛官がどういうものか

というところをピラミッドで表してみました。これ陸上自衛隊の例なんですけども、常

備自衛官ですね、陸上自衛隊 13 万 7 千人おります。それで退職した自衛官に、この予

備自衛官になってもらうということで 4 万 6 千人超えております。即応予備自衛官と

いうのがありまして、こちらも８千人おります。予備自衛官と即応予備自衛官は何が違

うかといいますと、即応予備自衛官は常備自衛官とともに、前線や各部隊で働くという

ことになっております。一方予備自衛官は、駐屯地とかに勤務して後方的な仕事をす

る、そういった違いがあるということになっております。自衛隊のキャリアについて説

明してまいりました。 

では、自衛隊の地方協力本部というのは、そういった中で何しているんだというとこ

ろを説明いたします。地方協力本部ですが、陸海空の共同の機関となっております。 

ですので、陸上自衛官、海上自衛官、航空自衛官、みんな一緒になって仕事をしている

といったちょっと特殊な機関になっております。しかしながら、組織としましては陸上

自衛隊が管理を担当しているということで、陸上自衛隊の部隊扱いとなっております。

全国に 47 都道府県あるんですが、北海道には地方協力本部が４つありまして、という

ことで全国に地方協力本部 50 か所ございます。 

任務は、自衛官の募集、あと採用業務、退職自衛官の再就職の支援、予備自衛官等の

管理、あと広報ということをやっております。こちら先ほど自衛官のキャリアを説明い

たしましたが、この入口の部分と出口の部分を地方協力本部がやっているんだという御

理解をいただければと思います。募集活動どんなことをしているのかといいますと、い

ろんなところで説明会をして、制度説明をして、自衛隊に入りませんか、入ってくださ
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いという活動をしていたり、教育支援ということで、学校や、県、市からですね、依頼

を受けたら防災教育ですとか、体験型の防災教育ですとかそういったことをしていま

す。あとはお祭りとかですね、防災訓練等のそういったイベントにブースを出して、一

般的な広報をやったり、あわせて募集広報をすると、そういったことをしております。 

あとは、学校訪問ということで、これ写真私なんですけれども、県内の高校に通って校

長先生ですとか、進路指導の先生に制度説明をして、自衛隊に入ってくださいと言って

募集活動をしております。次に再就職支援なんですけども、その流れというのをちょっ

と表してみました。自衛隊には再就職するに当たっての職業を斡旋する権利というのが

自衛隊ではないんですね。ですのでそういった権利を持ってるところに取次ぎをする

と。そういった業務を行っております。若年定年制のところは自衛隊援護協会というの

がやっていまして、あとは、任期制隊員の場合は、パソナさんというところに部外委託

をして職業の斡旋とかをやっていただいています。地方協力本部は、退職自衛官から求

人票をもらって取り次ぐと、また企業さんからは、求人情報をいただいて取り次ぐと、

そういった業務を行っております。どういった業務をしているかというところですが、

まず初めに環境構築ということで雇用情勢ですとか、求人情報の収集といった活動をす

るのと、企業訪問をして、退職して再就職した自衛官がちゃんと働いているかなという

ようなですね勤務状況を把握したり、あとは、新しい会社に退職自衛官を雇ってくださ

い、新規開拓、そういった活動をしております。次に、退職予定者への教育等というの

もやっております。技能訓練をして、いろんな資格を付与したり、雇用情勢の教育をし

たり、あと履歴書の書き方を教えたり、また面接の練習、そういったことも、地本で実

施しております。 

あとはですね援護広報ということで、いろんな広報をしていたり、関係組織との連携を

しております。ちょっと 1 番下に書いておるんですが、この中にもし雇用主、会社社

長さんとか、人事担当者の方いらっしゃったらお願いしたいんですが、埼玉地本のホー

ムページに求職中の退職予定自衛官の人材情報というのを Excel で載せていますの

で、こういった、隊員がもうそろそろ退職すると、仕事を探しているという情報が載っ

ていますので、求人されている企業の方は、ぜひ、埼玉地本まで声掛けいただきたいと
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思います。 

地本でやっている予備自衛官等管理っていうのは何をしているかというところです

が、訓練の管理とかをしているというところです。もう一度解説しますと、退職自衛官

は予備自衛官か即応予備自衛官になるということで、予備自衛官は、後方で働きます。

即応予備自衛官は、部隊と一緒に前線とかでも働くということです。この訓練の管理を

するのが地本なのですが、訓練に参加する隊員にはそれぞれ日当が付与されます。もう

1 個ですねちょっと、今まで説明してなかった予備自衛官補というのがございます。こ

れ何かといいますと、自衛官としての勤務をしたことがない方に訓練してもらって、予

備自衛官になっていただくという制度です。さらに、訓練を積みますと、自衛隊に勤務

したことなかった人でも、即応予備自衛官になることが出来ますよ、そういった枠組に

なっております。訓練の日数なのですが、予備自衛官ですと年間 5 日間やっていただ

きます。即応予備自衛官の場合は、ちょっとさらに高度な訓練が必要ということで年間

30 日訓練していただくということになっております。 

そういうことで企業の方にも非常に負担がかかる部分もございますので、企業様の方

にも支援制度というのがございます。例えば即応予備自衛官を雇用していただいている

企業につきましては月額この額を給付いたしますよ。また、これは予備自衛官補から予

備自衛官になって、さらに即応予備自衛官に志願した隊員を雇用している企業様には、

一括でこのお金を給付いたしますよ、というところがあります。あとは、雇用企業協力

確保給付金というところで、招集ですね。実際に東日本大震災の際にも招集されました

が、大規模災害とか実際の有事になった場合には予備自衛官、即応予備自衛官は招集さ

れて活動しますので、それに応じた予備自衛官を雇用している企業に対してはですね、

この額が支給される。こういった企業への支援制度がありまして、そういった管理も各

地方協力本部で実施をしております。これまでが地方協力本部の業務の説明をさせてい

ただきました。 

最後ですけども、その中で埼玉地本はどんなことをしているのかというところを紹介

いたします。埼玉地方協力本部ですが、所在地は浦和駅から歩いて 10 分ぐらいところ

にあります。さいたま市役所の道路は挟んだ反対側にあります。少し歩くと県庁があり
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まして、全国の地方協力本部そうなんですけども県庁の近くに所在をしております。こ

れ何のためかといいますと、その県内に大きな災害等が起きた際に、速やかに地方協力

本部から連絡員を派遣して情報収集を行う必要があるということで県庁の近傍に所在を

しております。地本の沿革ですけども、昭和 30 年に東京都練馬駐屯地に、自衛隊埼玉

地方連絡部という名称で出来ました。昭和 44 年に、現在の位置に移転をしてきまし

て、平成 18 年に地方連絡部という名称から地方協力本部という名称になって改編が行

われております。配置ですけれども、埼玉地本の場合は県内を五つの地域に分けて募集

活動等を実施しております。浦和に本部がありまして、地域事務所が四つ、その下に分

駐所や案内所というのがありまして、合計県内 13 の施設を構えております。 

部隊のマークですけども、この赤いお花のようなマークなんですが、これ勾玉をアレ

ンジしたもので、五つの勾玉は地域事務所を表していまして、こういったマークを使っ

ております。活動の一つ御紹介なんですが、総合的な学習の時間というのを小中高校で

実施しておりまして、学校の方から依頼があると、その支援等を行っております。防災

講話ですとか、救急法の実技、あとは車両展示等を実施しております。変わったところ

で言いますと、南極の氷、南極観測船が持って帰ってきた南極の氷を持っていってです

ね、子供たちに触ってもらったり、あとプチプチと音がするのでその音を聞いてもらっ

たり、そういった活動もしております。あと、インターンシップということをやってお

ります。これ昨年から本格的に始めまして、昨年大学生にやりまして、今年から高校生

にも始めようとしているところですが、写真は昨年大学生に参加してもらったインター

ンシップの写真です。訓練体験、あと部隊研修ですとか、体験喫食、こういったことを

やって募集活動を実施しております。あとは埼玉県のとも連携をしております。県の方

はですね、学校等に対しまして資料配付していただいたり、県の施設にポスターを掲示

していただいたりしております。また県のホームページに自衛隊募集の試験の情報と

か、そういうのを載せていただいております。他方我々も、県側からの要請に基づきま

して、災害時に身を守るための方法、ライフハック、そういった動画を作ったりです

ね、また依頼に基づいて防災学習を協力している、こんな活動をしております。 

あと広報活動について紹介します。我々埼玉地本はホームページもございまして、あ
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とは、Twitter、Instagram、YouTube 等でいろんな情報を発信しております。それ

でマスコットキャラクターでサイポンということで、埼玉地方協力本部、略してサイポ

ンらしいんですけども、そのお人形さんを作りまして、サイポンジュニアと銘打って着

任をしております。あとはタンバリンマスターゴンゾーさんと、よくテレビに出られて

活躍されている方なんですが、この方と先日コラボをいたしまして、地本の隊員がです

ね一緒にタンバリンを持って踊っている動画を作って発信しております。今日は動画を

流そうかと思ったんですけども、フォロワーを増やしたいので Twitter、Instagram

アップしていますので、是非フォローしていただいてご覧になっていただきたいと思い

ます。 

あと最後の方になってきたんですが、うちの地本の隊員の活躍を御紹介いたします。

自衛隊プレミアムボディーに２０２２ということです。これ民間のイベントなんです

が、陸海空自衛隊のですね、筋肉を鍛えている方たちが集まって競っているというイベ

ントです。埼玉地本の立見３曹、見事ですね、海上自衛官なんですが、海上自衛隊の部

で入賞して、陸海空の優勝者で争って最後総合グランプリに輝いたというところです。

今年 2023 が 8 月 26 日に幕張でやるということで、こちらも是非御興味ある方は応援

していただきたいと思いますし、これを使って募集等もやっていきたいと考えておりま

す。 

これまで地本の取組等を併せまして御説明させていただきましたが、募集、援護、予

備自衛官等につきまして何か御質問等がありましたらですね、是非埼玉地本の方まで御

連絡をいただきたいと思います。 

今日は、防衛力を支える人的基盤の強化に向けてということでお話をさせていただい

たんですが、我々自衛官ですね一生懸命訓練等しているんですが、やはり一番強化に必

要なのは国民の皆様の御理解と御協力だと思いますので、引き続きよろしくお願いいた

します。 

御清聴ありがとうございました。 
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●質疑応答 

【質問者１】 

昨年度の自衛官候補生の採用が下回ったというニュースを見たのですが、そのことが

与える影響はどのようなものがありますでしょうか。 

 

【高田講師：質問者１に対する回答】 

志願者が減ったことの影響でございますか。影響は、自衛隊すごく大きな組織であり

ますので、計画的に人材を育成していく必要があるのですが、それでやっぱり計画が、

計画どおりいかなくなるという影響ですよね。まず最初に言いました人的防衛力、物的

防衛力という話をいたしましたが、入ってこないと、やっぱり訓練も出来なくなると。 

ひいてはですね、国全体の防衛力が下がる。それがもう下がり過ぎると国の安全保障

を、安全を確保出来なくなる。というですね将来的にそういうこともありうるので、そ

ういうことにならないように、我々募集の方を頑張っているところです。 

 


